
【Ⅰ．政策の概要】 【Ⅱ．構成施策の目標指標の達成状況】

【Ⅲ．政策を構成する施策の評価結果】
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【Ⅴ．政策を取り巻く社会経済情勢・今後の動向】 【Ⅳ．評価が著しく不十分となった指標】
達成率

69.2%

指標名

自主防災組織避難訓練等実施率
　今後30年以内に70～80％の確率で発生が予想される南海トラフ地震とともに、H29年九州北部豪雨災害や台風
第18号災害、H30年の中津市耶馬溪町斜面崩壊をはじめとする土砂災害等、頻発する自然災害に対して、県民の
命と暮らしを守るため、地域が主体となった、地域の特性に応じた事前の備えを強化する必要がある。一方、県内
の自主防災組織の組織率は96％と高いものの、避難訓練等の実施率は58.8%にとどまっており、更なる県民の防災
意識の醸成や実践的な訓練の積み重ねが重要である。
　九州北部豪雨災害や台風第18号災害などの経験も踏まえ、大規模災害時における救助・救援体制を強化するた
め、広域的支援の受入れ体制の整備、民間の支援活動との十分な連携・協働の確保、孤立集落に対する救助･救
援体制の構築などが必要である。加えて、原子力災害を含む複合災害に対する防災対策の推進も必要である。
　台風や豪雨、地震や津波対策等様々な自然災害に備えるためには、治水・土砂災害対策、橋梁・建築物の耐震
化等ハード対策と、迅速な避難を促す防災情報提供等のソフト対策を組み合わせた総合的な防災･減災対策が重
要である。また、橋梁・トンネル等社会インフラの老朽化対策も喫緊の課題であることから、「大分県地域強靱化計
画」に基づき各施策を推進していく。

＜著しく不十分となった理由＞
　自主防災組織等の活性化や地域の防災リーダーの養成を進めるため、各種
研修会の開催等により地域での防災力の強化に取り組んできたところである。
　自主防災組織の避難訓練については、市町村主催による一斉避難訓練にあ
わせて訓練を実施する自主防災組織が多いなか、H29年度は、台風のため臼
杵市において訓練が中止となったことや、住民の高齢化や地域の過疎化の進
行に伴い、避難訓練などの活動自体を行うことが困難な地区が増加しているこ
となどにより、目標を達成することができなかった。
　今後は、自主防災組織等単独では訓練を行うことが困難な地区については、
訓練の計画と実施を直接支援する専門チームを派遣し、訓練の実施とその定
着を図るとともに、自主防災組織による自主的な避難訓練を促進するために、
訓練に対する財政的支援や防災士の養成、スキルアップに引き続き取り組んで
いく。

感染症・伝染病対策の確立 達成 Ａ

大規模災害等への即応力の強化 達成 Ａ

県民の命と暮らしを守る社会資本整備と老朽化対策の推進 達成 Ａ

　自主防災組織の活性化、防災教育・訓練の充実、救助・救援体制の確保など、自助・共助・公助の取組や、防災・
減災対策、老朽化対策などの社会資本整備を進めるとともに、新型インフルエンザ等の感染症や家畜伝染病の発
生・まん延の防止を徹底する。

施策名 指標評価 総合評価

災害に強い人づくり、地域づくりの推進 著しく不十分 Ｃ

政策評価調書（２９年度実績）

政策名 安全・安心な県土づくりと危機管理体制の充実 政策コード Ⅰ－９ 関係部局名 生活環境部、福祉保健部、商工労働部、農林水産部、土木建築部、教育庁、企業局

達成
60.0%

概ね達成
20.0%

著しく不十分
20.0%


